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１．はじめに
　「教員の養成・採用・研修の改善・充実」は、現在
の教育行政上の最重要課題の一つである。
　文部科学省は、教員養成系各大学に教育委員会等と
連携を深め、単なる情報交換のレベルではなく、教員
の養成・採用・研修の改善を図るための具体的な取組
の推進を求めている。
　また、各学校における校内研修等の質的充実を支援
するためにも、教育委員会や教員研修センターに、大
学教員や教職大学院修了者などが研修企画等に積極的
に関わる重要性を示し、学校現場と大学との連携や協
働の推進を求めている。群馬大学と群馬県教育委員会
も連携に係る協議会を中心に教員養成や研修のための
様々な取組を行っている。
　教職員に対して研修を中心とした総合的な支援を行
う拠点である独立行政法人教職員支援機構では、平成
29年度事業において、国が実施する教員の資質向上に
関する研修、教育委員会と大学等で構成する協議会や、
教員研修計画等の趣旨や在り方、教員研修モデルカリ
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キュラム等についての協議等を行うセミナー等を幅広
く開催し、教育行政機関と大学との連携を深めるため
の有効な方途を探っている。
　一方で、平成19年の専門職大学院設置基準等の一部
を改正する省令等の施行を受けて、平成20年度から開
設された教職大学院は、教員養成に特化した専門職大
学院として「実践的な指導力を備えた新人教員の養成」
や「中核的中堅教員（スクールリーダー）の養成」を
行うと共に、「力量ある教員養成のモデルを提示する
こと」により理論と実践の融合を図り充実した学校現
場での学びの支援も目指している。
　教職大学院には、「学校課題に即した学校マネジメ
ント、教科指導、生徒指導、学級経営などについて、
専門的知見に基づく高度の実践的指導力を修得させ
る」という目標のもとで、教員集団を指導し得る有力
な中核的教員の養成が期待されているのである。
　平成24年の中央教育審議会答申は、「教職生活全体を
通じて、実践的指導力等を高めるとともに、社会の急速
な進展の中で、知識・技能の絶えざる刷新が必要であ
ることから、教員が探究力を持ち、学び続ける存在であ
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ることが不可欠である」として「学び続ける教員像」と
いうスローガンを掲げた。こうした目指す教員像の実現
にとっても、教職大学院での学びの有意さが、修了者を
通して広く学校現場に伝わることが期待されている。
　教員の養成や研修の質的向上には、継続的な実践研
究による成果検証の積み上げが不可欠である。管理職
を含む教員に求められる資質能力の明確化、実践的指
導力を育成する教員養成カリキュラムの開発、現職研
修プログラムや校内研修プログラムの開発等は、大学
と教員研修センターとの意図的かつ計画的な連携に
よって進展が期待されるところである。
　教職大学院のカリキュラムは、学校教育に関する理
論と実践の融合を強く意識した内容や方法からなって
いる。そこで、具体的な事例等に基づく実践的な学び
を促す実務家教員の役割が重要となる。実務家教員に
は、経験知や実践知を生かして学びを活性化する役割
が求められている。同時に自らも理論と実践の架橋を
体現する実践者として研究活動に積極的に取り組むこ
とが期待されている。
　専門職大学院設置基準において明記されている通
り、実務家教員は担当する専門分野に関して高度の教
育上の指導能力を有する。具体的には、学校現場や教
育行政、教員研修センター等での指導経験の他、自ら
の研究実践の発表等により培われた指導能力である。
　また、過去の業績だけが評価されるのではなく、大
学院での指導とともに学校現場等との交流による実践
的研究の不断の積み重ねやその成果も評価される必要
がある。すなわち、実務家教員自身も「学び続ける教
師」でなければならないのである。
　こうした面からもさまざまな場での研修や研究の支
援は、実務家教員にとっての重要な学びの場である。
　実務家教員の役割は、単なる経験知や実践知の開陳
だけではなく、現場のニーズに応じて内容を理論化し
たり一般化したりしながら適切な指導を行う指導力を
発揮することにある。実務家教員には常に新しい視点
に立っての指導を行う意欲と能力が求められている。
２．教員研修センター事業について
⑴「総合的な教師力向上のための調査研究事業」につ
いてのT市教育センターの取組
　平成28年度に文部科学省は「これからの学校教育を
担う教員の資質能力の向上」のための事業の一環とし
て「総合的な教師力向上のための調査研究事業」 を
実施した。その中に主として初任者研修等の充実を目
指す「メンター制による研修実施の調査研究」がある。
　メンター制度とは、企業等で行われることの多い新
入社員研修・育成の一方法である。所属する部署の上
司とは別に、年齢の近い先輩社員（メンター）が指導
や相談にのることで、新入社員（メンティー）の仕事
における不安や悩みを解消し、職務能力の育成を図る
ことが目的とされる。
　この事業は、最近の初任段階教員の急増を背景とし
ている。教員は初任段階であっても小学校ではほとん
どが学級担任を任されるなど、豊かな経験を有する者
と同様の責務を負う職業特性がある。大学における養
成段階で様々な指導を行っているとはいえ、実践の場
である学校でのOJTによる職能成長研修の重要さを勘
案して実施されたと考えられる。
　初任者研修制度により、初任者教員の基礎的な資質
能力を培う研修の機会は充実してきているが、学校教
育をとりまく様々な課題に対応する能力を身に付けて
いくためにはさらなる研修が大切である。それは初任
者教員だけでなく若手・中堅教員も同様である。文部
科学省はこの事業に関して、「先輩教員から若手教員
への知識・技能の伝達が途切れてしまう恐れもあり、
若手教員が持つ知識・技能をどのように生かしていく
かということも含め、継続的な研修の充実のための環
境整備を図るなど、早急な対策が必要である」と述べ
ている。現在は教員の大量退職期に差し掛かり、全国
的にも教職員の年齢構成はバランスを欠いている。メ
ンター方式の研修を取り入れることは、初任者、若手、
ミドル、ベテランなどが互いに学び合う中で、それぞ
れの教員が初任者に関わり、教員同士の協働性を生か
すことで、相互に研修の必要感を感じて研修意欲を高
めることが期待されている。
　Ｔ市教育センターは、本事業の実施にあたり、調査
研究実施校校長、研修リーダー（メンター）、各校の
研修の企画運営等を行う研修コーディネーターを参加
者とする合同研修会を実施したが、その一部に教職大
学院実務家教員の講話を組み入れた。
　実施概要は以下の通りである。
第１回　平成28年７月７日
参加者　研修コーディネーター５名・調査研究協力校
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校長　10名
講話題「初任者教員に期待される職務能力」
文部科学省初等中等教育局教職員課「初任者研修目
標・内容例」（平成19年）をもとに矢島ら（2014）
が作成した「初任者教員に期待される職務能力規
準」を基礎資料とし、メンター研修を進める上で、
どのような点についてどのような目標を目指すか
を具体化・明確化し、関係教員相互の目的認識の共
有化によりOJTの効果を高めることを提案した。
第２回　平成28年９月７日
参加者　研修コーディネーター５名・調査研究協力校
校長　10名
講話題「研修の充実を図る２つの視点」
初任者研修を校内研修の一つの柱に据え、学校全体
で初任者の育成に取り組む体制を構築するため、ま
た、メンター研修という協働的な研修方式の方法に
ついて学校全体の教職員が共通理解を図れるよう
に校内研修での説明資料を示し、その資料を活用し
てメンター教員が校内研修の場で発表することを
提案した。
第３回　平成28年11月11日
参加者　研修コーディネーター５名・調査研究協力校
校長　12名・メンターチームリーダー教諭　10名
講話題「メンター制を通じてミドルリーダーを育てる」
一般企業での研修例を参考にし、ミドルリーダーの
役割や育成の在り方、ミドルリーダーに必要な資質
能力、リーダーシップとメンターシップの意味、メ
ンタリングがミドルリーダーとしての資質をいか
に高めるかなどの基礎理論を紹介してメンター研
修の価値の理解を深めるようにした。
⑵「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」
についてＴ市教育センターの取組
　文部科学省は平成29年度に「教員の養成・採用・研
修の一体的改革推進事業」を実施した。
　この事業では、「教員が備えるべき資質能力として
はこれまでも繰り返し提言されてきた不易の資質能力
に加え、自律的に学ぶ姿勢を持ち、時代の変化や自ら
のキャリアステージに応じて求められる資質の能力を
生涯にわたって高めていくことのできる力や多様な専
門性を持つ人材と効果的に連携・分担し、組織的・協
働的に諸課題の解決に取り組む力などを備える」こと
の重要性に鑑み、初任・中堅・管理職それぞれの段階
に対応した研修等を開発する取組の推進を企図してい
る。平成28年度の「総合的な教師力向上のための調査
研究事業」を発展させ、より具体的な研修成果の実例
を拡げるねらいがある。
　Ｔ市教育センターでは、本年度も指定を受けてこの
事業に取り組んでいる。前年度同様に教職大学院実務
家教員の講話を含めた合同研修会も行っている。
　実施概要は以下の通りである。
第１回　平成29年６月28日
参加者　研修コーディネーター４名・調査研究協力校
校長　13名
講話題 「教員が学びたいものは何か、学ぶべきものは
何か」
中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教
員の資質能力の向上について—学び合い、高め合う
教員育成コミュニティの構築に向けて—」（2015）
を踏まえ、矢島らによる調査研究「小学校教員の資
質能力に関する教員自身の自己評価や認識」(2017)
の結果を踏まえ、「実現性・重要性・緊急性」の視
点からどのような内容の研修が有効か、「参画性・
活性化・同僚性」の視点からどのような方法の研修
が有効か、併せて教員自身の職能成長を促す「個人
カルテ」の作成などを提案した。
第２回　平成29年９月６日（予定）
参加者　研修コーディネータ ・ー調査研究協力校校長・
校内サポートチームメンバー
講話題「教員の協働性は相互の職能成長に有効か」（仮）
教職大学院院生の課題研究には「教員同士の協働
性」に関わるものが散見される。また、「協働性の
構築を図る力量」がミドルリーダーの教員の職能成
長のために重要な柱であり、スクールマネジメント
能力につながることが明らかである。こうした点に
ついて事例紹介を行い、研修推進の視点を提示す
る。
第３回　平成29年11月10日（予定）
参加者　研修コーディネータ ・ー調査研究協力校校長・
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校内サポートチームメンバー
講話題 「学校全体で教員の連携を高める研修の工夫は
なにか」（仮）
実務家教員は校長との懇談で学校全体として共通
認識に立って取り組むことの重要性について意見
交換することが多い。「学習規律・家庭学習習慣・
学習方略」などは教員が共通理解に基づく実践する
ことで成果があがっている。教育経営の観点からこ
の問題にどう取り組んだらよいか、先行研究事例紹
介や取組改善の視点を提示する。（案）
⑶Ｔ市教員研修センターと教職大学院実務家教員との
講話に向けての協議の流れ
　講話を行うにあたっては、ニーズに合ったものにな
るよう、実務家教員と研修センター職員とで入念な打
合せを行った。
ⅰ）研修センター事業担当者から研修内容の説明
ⅱ）教職大学院実務教員から講話のアウトライン提案
ⅲ）研修センターでの内容検討と要望提示
ⅳ）教職大学院実務家教員から講話資料案を提示
ⅴ）研修センターでの資料検討と要望提示
ⅵ）講話の実施
ⅶ）実施後の省察と次回の見通しの協議
　地域に密接した教職大学院は研修センターや調査研
究実施校と交流を持ちやすいことを生かして、講話内
容の工夫や充実に努めた。
３．関係者等への聞き取り
　この取り組みの成果検証のために、以下の観点に基
づいて関係者への半構造化インタビューによる聞き取
りを行った。
① 講話は研修の推進に有効だったか。特にそう考え
られる内容はなにか。
② 教職大学院実務家教員が研修センター事業に関
わることの価値はなにか。
③ 教職大学院実務家教員の講話に期待する内容や
改善が望まれる内容はなにか。
④ 教職大学院実務家教員が学校での研修に役立て
ると思われる内容はなにか。
　今回の聞き取り対象者は、研修センター管理職員・
研修センター事業担当者・調査研究実施校校長・研修
コーディネーター・メンターチームリーダー教諭とし
た。現在、教員研修センターに勤務している４名は集
団で、他の６名はそれぞれ個別で行った。
①Ａ氏（Ｔ市教育センター所長・昨年度調査研究協力
校校長）
　昨年度、調査研究協力校の校長という立場だった。
調査研究協力校というのは今までに経験のないゼロか
らのスタートなので、校内での人材の育成の基盤がで
きていない状態では研修コーディネーターの存在や役
割が特に重要であった。通常の校内研修とは違い校内
からコーディネーターを選出し育成するのは短期間で
は難しい。今回のように専任コーディネーターが配置
されたのはありがたかった。調査研究協力校での実践
を有効化し、他校でも成果があがるようにするために
はコーディネーターの役割は重要でありその能力に左
右される。自校のコーディネーターは退職教員だった
が、フットワークよく素早く動いてくれた。校長とし
ては、職員にやらせる研修では長続きしないし、今後
は校内での人材育成が必要だと考え、できるだけ教職
員の意見をもとに進めようと考えた。そのため、先生
方とコーディネーターがうまく繋がり、先生方の意見
をよく聞き取りながら進めるよう、コーディネーター
とは随時話し合うように努めた。校長からの指示では
なく校長との話し合いになるように心がけた。その結
果として、コーディネーターがその点に十分に配慮し
ながら進めてくれ、先生方はやらされ感での校内研修
ではなく、自分たち自身で考えながらやる研修、自分
たち自身がやりたい研修、したい研修は成果が上がる
ことに気付いてくれた。教職員の悩みや課題にピンポ
イントに対応する研修は重要である。但し、やってい
て楽しくないとこうした研修は続かない。メンター研
修は楽しさが感じられるものでなければだめだと考え
る。今後は校内での研修コーディネーターの人材育成
が絶対に必要である。今回の事業でも、研修コーディ
ネーター自身もゼロからのスタートだった。Ｙ市の先
進校の資料なども示したが、資料だけではなかなかう
まく進めるのは難しい。センターでの研修は課題解決
のよい機会にあった。実務家教員の講話で、コーディ
ネーターの役割や人材育成することの意義、校内での
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必要性等を話してもらったのはよかった。また、情報
交換や研修の進め方などについては、コーディネー
ターが勉強したがっていたので参考になることが多
かったのではないか。別の観点で考えると、大学教員
の知見が学校現場において生かせる例としては、保護
者に対する講話などがよいのではないか。大学教員か
ら説得力のある話をしてもらえると、保護者にも話の
内容がすっと入ると思う。保護者の関心のある話題や、
困難さや悩みを感じている課題について話を聞きた
い。具体的には、子どもへの親の接し方、発達につい
ての理解等が効果的だと思う。しかし、大学教員への
依頼する場合、学校現場にとっては敷居が高い状態が
ある。そうした際の窓口がわかりやすく、相談しやす
くなっているとよいと考える。
②Ｂ氏（中学校長・昨年度Ｔ市教育センター所長）
　センターでは、この研修を通してミドルリーダーを
育てたいという思いが強かった。昨年度の第３回目の
研修にミドルリーダーに参加してもらい、実務家教員
の講話を聞いてもらった理由はこの点である。この事
業の趣旨を考え、各学校の主体性を生かし、各学校に
合致した方法を考えてもらってそれに任せて研修を進
めてもらいたかった。日常の業務の多忙化の中で、あ
まり頻繁にミドルリーダーをセンターに来てもらうの
もはばかられるので1度だけの機会であったが、今考
えるともっと継続的に研修の機会を作ってもよかった
かもしれない。本市ではメンター研修をこれまでも進
めてきていたので、やり方についてはおおよその見通
しは持てていた。しかし、理論的な背景を持つ講話を
聞くことができたことは、より質の高い研修を進める
上で効果的であったのではないか。自分が指導主事の
時代に上司から言われたのは、学校は手立て部分を追
い求めるがより本質部分に迫るためにはどうするのか
を考えよ、ということだった。例えば、OJTはメンター
チームだけではないことを踏まえ、メンターチームは
どのようなよさを持っているのか、学校の中で若手を
育てるということがどういう意味を持っているのかを
考えることが重要だと思う。この事業は、市町村レベ
ルで受託しているところはほとんどなく、多くは都道
府県レベルであり、本市のような例は珍しい。中核市
でも本市のみであった。それでも進められたのはある
程度の基盤があったからだと思う。自分が小学校長の
際にメンター制度に取り組んだことがある。その際に
腐心したのはベテランの先生方にどうかかわってもら
うかということであった。ベテランの先生が若手のた
めに自分の実践をコンパクトにまとめたペーパーを作
成し、それが自分にとって実践を振り返るよい機会に
なったと述べてくれた際には、学校全体で取り組む重
要性を再認識した。今後は、センターでこの事業の成
果をどうまとめていくかが重要である。各調査研究協
力校がこれは良いと思った方法で実践を進めていく。
その時に理論的な裏付けがあるということが非常に大
切である。今後は、大学での学びの有用性を考えてい
かなければならない。指導主事も学校を指導するため
の基礎的な知見を拡げる機会が大事である。そのため
にもこうした研修を通して大学との交流の機会を広げ
る努力が求められる。大学の教員の講話を聞くことも
大事だが、事前の打ち合わせの話し合いで学ぶことも
多い。この事業を受ける際に、先進地域であるＹ市は
センターが主体で実施し５年で80％の学校に拡げるこ
とを目標にしていると聞いた。自分は本市では草の根
運動のように基礎をつくることに力点を置くべきだと
考えていたが、より積極的に取り組むことがいろいろ
な方々の力を借りる好機だと考えるようになった。今
後もセンターにはそうした方向性を大事にしてほし
い。将来は初任研のプログラムに入れるなど、今まで
の成果を生かす取り組みの工夫が期待される。文部科
学省のねらいもそこにあるのだろう。今後、この事業
のまとめをしていく際に大学の教員に支援をお願いす
るとよい。理論と実践を繋いで施策展開されることを
期待する。
③Ｃ氏（Ｔ市教育センター次長）
　今回の事業での実務家教員による講話では、データ
が分析的に提示された点がセンターとしてはありがた
かった。研修のよさが感覚的な理解から実感的な理解
に変わっていくためにはこうした点の必要性が高い。
講話を聞いてなるほどという点が多かった。これまで
見えなかった課題が見えてくることがあった。具体的
な手立てが必要だという話はコーディネーターにとっ
てもポイントが納得できたのではないか。理論的な面
と実践的な面の両面からの研究的に分析している話は
有効である。実務家教員にセンター事業との関わりを
深めてもらうことは、養成と研修の一体化を目指す上
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からも重要なことだと思う。国立教育研究所の千々布
敏弥氏から話を伺った際に、養成と研修の両面に関わ
れる人材の有用性を述べておられたが、そうしたこと
が遂に来たなと考える。新学習指導要領総則でも現場
を変えていくためには養成と研修の一体化が大事だと
言及している。センターも一層養成と研修にかかわり
を深めていく必要がある、特に、養成の面で、実務家
教員には学校現場での課題を大学に持ち帰り、学生の
養成の面で生かしていただきたい。また、養成の面で
大学ではどのような点で苦労されているのか、その点
について教えていただけると、こちらもポイントをつ
いた研修が深まるのではないか。それらをまとめて現
場の先生方にみんな知っていただけるとよいと思う。
こうした改善を通して焦点化して初任者教員が育つ環
境が充実していくのではないか。実務家教員は学校現
場を広い視野から見ているので、その部分の持ってい
る情報は有用である。本市以外ではどのような実践が
なされているのか情報が入ってこない。また、小学校、
中学校でそれぞれの校種がどのような実践の工夫をし
ているのか、それ以外の校種ではどうなのか、分析し
た結果を示していただけると有効である。また、大学
教員を研修の講師として依頼するためのより簡便な方
法があるとありがたい。事業の内容によって依頼でき
る教員はだれなのか、センターにはデータがないので、
面識のある方にお願いするしかないのが現状である。
講師を引き受けていただける方のリストや専門の内容
の情報データがあるとよい。センターと大学とが相補
的な関係を構築していけるような仕組み作りが重要で
ある。センターには学校から授業実践をしてくれない
かなどという依頼もあるが、大学教員が現場で授業を
することがあるなら、それをVTR録画し貸し出して
もらえるとありがたい。VTRのニーズは大きい。
④Ｄ氏（本年度Ｔ市教育センター事業担当指導主事）
　以前からメンター研修についてはいくつかの学校で
実践を進めていただいてきた。したがって、センター
でも調査研究協力校でも研修の進め方の工夫や大事な
点はおぼろげながらわかり始めていた。また、実践し
た学校では研修が次第に浸透していた。しかし、新し
くコーディネーターに入っていただくに対して、どの
ような立場で関わるか、どのようなことに力を入れて
いったらよいか、実際に進めながらも不安はあった。
その際に、実務家教員の講話により、先生方の共通理
解を図ることの大切さを提案していただいたのはよ
かった。自分たちが考えていたことと違う視点が得ら
れるのは有効であった。実践の効果を高めるためには
どうしたらよいかという面での話や、チームリーダー
やコーディネーターがいてベテランがいて、それぞれ
の立場でどんな風に働きかけていったらいいか、役割
に応じた働きかけの明確化について、講話で聞かせて
もらったことがスタートからうまくゆくためのよい示
唆になった。メンタリングの話などは、その価値はお
ぼろげながら感じているが、実際に根拠を示してもら
うと、やはりこれは大事なのだということが実感でき
たのでよかった。他市での事例なども紹介してもらい、
全体的に新しい視点での提案であることはありがた
い。今後もそうした視点での話を継続的にしていただ
けるとよい。また、センターとしては実務家教員だけ
でなく、より多くの大学教員にいろいろな面からの指
導をしてもらえることに大きな期待がある。現状、調
べるにあたってはHP等から検索しているのだが、な
かなか具体的な研究内容までは分からないことが多
く、人づてで探すなどの場合が多い。回りくどい調べ
方になっているのでその点が改善されることを期待し
たい。
⑤Ｅ氏（昨年度Ｔ市教育センター事業担当指導主事）
　職場の雰囲気や文化を作っていくのに、職場でお互
いに育てる、育ちあう、育ててもらうことが繰り返し
行われることが重要である。そうやって学校の本来あ
るべきコミュニケーションがだんだん形成され、学校
全体の力が上がっていく。こうした姿を１年の研修を
通して感じた。学校現場からするとそういう素地もノ
ウハウも持っていないことから、それぞれが期待され
る役割をどう感じて理解していくか、自分のことを内
省すればいいのか、単に任されてもなかなかわからな
い。そういう点で実務家教員の講話は校内研修と関連
付けて考えるなど具体的なイメージを持ちやすかっ
た。研修コーディネーターは「たより」等で研修した
内容を学校に報告していたが、同時に自分のするべき
ことを再認識する機会になった。大学教員が持つ知見
はセンターだけでは狭い見方になりがちな点を改善で
きる。３回シリーズできていただいたことはよかった。
講話では管理職向け、育てるリーダー向け、事業を進
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める指導主事向けのヒントなど多様な話を聞くことが
できた。講師を毎回変更する方法も考えられたが、事
業の進捗状況に応じて関わりを継続したことに意味が
あったと思う。本年度のセンターにとっては継続する
価値があると思う。昨年度に所長からいわれたのは、
人材育成という視点をしっかり保って教員としての組
織の在り様を見直していくことが、時間はかかるかも
しれないが大事だということであった。こうした事業
がなくても、センターと大学が壁を低くしてリンクし
ていけるとよい。教員同士が行き来できるとよい。セ
ンターの事業内容について気軽に大学教員の意見を聞
けるとよい。センターは実際には相談できる場所があ
まりない。教育行政での発想は偏りがちになるので、
大学での研究成果などを具体的な学校運営や実践場面
に落として示してもらえるのは大事である。実務経験
のある実務家教員はうまく関係づけて話をしてもらえ
るのではないか。現場の教員はノウハウを知りたいと
いうふうになりがちである。手っ取り早く方法を知り
たいとなりがちである。単に実践の情報交換だけなら
研究会などでもできるが、理論に裏付けられたものに
していくためには大学との連携が必要になるのではな
いか。また、センターの長期研修員なども大学での学
びができるとよいと思うが、その手続きがなかなかわ
からない。センターではいろいろな年齢や職階の先生
方に向けた研修を行っている。中にはもっと腰を据え
てじっくり研修に取り組みたいと思っている人もいる
が、情報が先進的な学校の事例だけになることも多い。
指導主事にしても学校への指導がより充実するための
研修の場となることが望ましい。そうした時の学びの
場として大学があるとよい。
⑥Ｆ氏（調査研究協力校校長）
　昨年度の最初の講話の際に提示された教員に必要な
資質能力のチェックシートは現場で参考になるもの
だった。学校では初任研などで研修しているつもりで
もついつい抜けてしまうものもある。教頭と一緒に研
修の振り返りをしていく中でそうした抜けてしまった
点に気づかされた点があった。こうした資料が各学校
にあると、現実の学校経営上の課題や目前の課題に目
が向きがちな新任校長にとっては、人材育成をどう進
めていくかを考える上で有用である。個人カルテのよ
うなキャリア的なものも工夫していく必要があるだろ
う。センターの研修はキャリアに応じた内容を示して
くれるが、個々の教員の実態に合った適切なアドバイ
スまで行うのは難しい。実際、教員は自分の積み重ね
てきたものを他の教員に知られていくのがどちらかと
いうと得意ではない。若手教員が経験で積み重ねてい
くべきものと、ベテランから学ぶべきもの、生徒指導、
授業、子ども理解等の面で整理ができるとよい。例え
ば、保護者対応にしても、ちょっとした言葉の使い方
で保護者の受け取りが違ったりする。対応がよければ、
若いのにしっかりしているという受け止めをしてもら
える。そうした情報を若い先生方に提示していけると
よい。若手教員は何事もきっちりやりたがるが、一方
で先を見通した話ができない。ベテランはそうした点
で優れている。一緒に対応する中で学び、資質を高め
ていくことが大事である。本校では保護者対応は必ず
複数教員で行うが、それは保護者の安心感を得やすい
からである。そうしたことが現状の職員構成ならでき
るが、今後次第に難しくなるだろう。教職大学院でも
そうした学びの機会があるとよいのではないか。学習
指導や学級経営の方法などはいろいろな研修機会に学
べるが、日々の業務は電話対応一つとってもOJTによ
る学びである。一番大切なはずなのに研修では十分に
扱われないことが多い。大学での学生の学びでもそう
したことも必要ではないか。顔と顔を合わせることの
大事さ、気持ちを伝え合うコミュニケーションを大事
にする感覚、本当はことが起こる前に人を育てている
という感覚の中で動けなければならない。失敗を例に
して学ぶことも重要である。だから、失敗を素直に言
い合える場も大事である。若手が集まる場でのベテラ
ンのそういう話はミニ研修としてとても身につく。ベ
テランも適材適所で得意なことを生かせるようにした
い。研修コーディネーターがそれをうまく生かしてく
れるのがありがたい。ただ、研修も効率よくやらない
といけない。集中してコンスタントにコンパクトに進
める。自分たちの必要に応じて進める。特に提案型の
研修ができるとよい。若手教員にも提案ができるよう
に計画を立てて機会を与える。学年なりでバックアッ
プして提案する。若手が中心で行った服務規律につい
ての研修はベテランも考えるのによい機会になった。
若手が学んでいることに全員が関心を持つように、参
加の誘いになるようにしたいと思う。ベテランも探究
心を持って口を挟める雰囲気をどうつくるか、英語教
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育や地域連携など様々な場面でのコーディネート力を
担任が身に付けるような面での大学教員のアイディア
や情報を聞けるとありがたい。大学と教育委員会や学
校との連携は今後とても大事だと考える。
⑦Ｇ氏（調査研究協力校校長）
　昨年度の第２回目の講話での「研修の充実を図る２
つの視点」において、校内研修での説明資料を示して
もらえたのは有効であった。それを受けて、本年度は
校内研修として「メンター制」を活用した研修のより
効果的なあり方について学んでいる。具体的には校務
分掌の中にメンター制の担当を位置づけたもので、学
校全体として研修を進めやすくなっている。研修コー
ディネーターが配置されているので、現在のところ研
修は順調に進んでいるが、いずれ研修コーディネー
ターの派遣がなくなった際にどのように継続していけ
るかが課題である。そうした際に、大学教員が校内研
修の指導に具体的に関わってくれるような体制はとれ
ないか。外部の様々な人材の活用が求められている。
また、第３回目に「メンター制を通じてミドルリーダー
を育てる」として、ミドルリーダーの資質能力を示唆
してもらったので、この研修の後にはメンターチーム
のリーダーが自覚を持って校内のメンバーをまとめて
いこうとする意欲が窺えた。本校では校内研修のテー
マを「道徳」にしている。これまでは「言語活動や表
現力」をテーマにしてきたが、来年度から実施される
教科としての「道徳」の指導のあり方を考えることに
した。外部講師を招聘して授業を提示してもらったり、
講話を聞いたりしたが、教員にとってはよい刺激に
なったようだ。校内研修主任には昨年のメンター教諭
を当てて研修の継続性を図っている。研修コーディ
ネーターには焦点を絞った指導をしてもらっている。
また、教員には大学の教員から専門的な内容の話を聞
きたいという意識が高いので、校内研修がより効果的
に実施されるための理論的根拠や先進校のプログラム
等が示されるとありがたい。さらに、メンターチーム
とその上の段階であるミドルリーダーとの関わり方を
どうするか、キャリア形成も踏まえてどのように組み
立てていくか、スキルアップについて今後考えていく
必要がある。教員は他の教員の特性や専門性をよく見
ており、ある先生にこうした点を教えてもらいたいと
いう希望を持っている。本校は若手の教員が多いので、
彼らが活躍できるポジションを積極的に与えている。
そうした刺激がミドルやベテランの教員のやる気につ
ながっている。何もしないと取り残されてしまうとい
う危機感が生まれる。校長と研修コーディネーターで
協議し、校長の意向を尊重して進めてもらっているが、
どのようなOJTのプログラムが効果的なのか、実務家
教員からモデルのようなものを示してもらうとありが
たい。さらに、大学教員が例えばPTAセミナーのよ
うな機会にそれぞれの専門的な立場からの話をしても
らえると保護者にはよい勉強の機会になるのではない
だろうか。
⑧Ｈ氏（研修コーディネーター）
　教職大学院の実務家教員が研修の講師となること
で、研修コーディネーターとして日々仕事をしている
ことについてその方向でよいかを確認できる機会にな
る。実際に学校で「若手の先生の会」などの組織をし
ているといろいろなものが見えてくる。自分が若手の
教員だった頃を思い出すと、先輩教員との親密な結び
つきがあった。しかし、現在はプライベートが優先さ
れ、放っておくと横のつながりの意識が強くならない。
あえて場づくりをしたことで、若い先生たちが実際に
は内に秘めたものをもっていることが見えてくる。ナ
イトツアーと称して夜に校内を巡って各教室の掲示や
経営目標などを見合い、新任者から質問することで先
輩教員は語れるし、新任者にはその言葉が心に素直に
入る。それは先輩教員を育てる場でもある。学級通信
一つにしても新任者には目から鱗のこともある。コー
ディネーターが何も言わなくても次第に自主的な場づ
くりができる。但し、それはどの学校でも共通にでき
るものではない。学校によって状況は大きく異なる。
研修もオーダーメイドである。校長の学校経営方針は
新任者には抽象的になりやすいが、その深意を具体化
してくれるのは先輩教員だったりする。そうした実践
的な内容に関して、大学院教員の講話がコーディネー
ターにとってヒントになることがあり、その時は有効
性を感じる。例えば、新しい学びの場ができるという
ことは手がかりの選択肢が増えることである。多様性
である。低いステップかもしれないが具体で語るよさ
がある。まじめにあることの安心感になる。そうした
ことがらについて論拠を示して講話してもらうことは
有益である。コーディネーターとしてはメンターチー
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ム計画を作成し各学校で示すが、その根拠になるよう
な先行実践や各地域での取組などを紹介してもらえる
と良い。その際には、各学校におろせるような簡便な
ものになっていることが望ましい。また、研修に関し
ての教員からの評価では自由記述の重要性を感じてい
る。また、学校の管理職の立場からすると、学校をと
りまく喫緊の教育課題、例えばSNSの問題などについ
て大学教員の知見を生かしての研修ができるとよい。
PTAの研修会などでの講師の人選で苦労することが
ある。そうした点での支援があるとありがたい。教員
とは違う認識からの子どもの心の悩みなどを話しても
らえると良い。
⑨Ｉ氏（研修コーディネーター）
　昨年度から今年度にかけて合計４回の講話を聞いた
が、それぞれに活用できる内容があった。研修コーディ
ネーターの立場からすると、本事業自体が初めてのた
め手探りで進めざるを得ない。昨年度は「メンター制
による研修実施」という事業であったので、メンター
制に絞って研修を進めたし、コーディネーター自身が
研修の中心に立って活動した。本年度は研修と養成の
一体化を背景にした「総合的な教師力向上」が主旨な
のでメンター教員をはじめ、校内のより多くの教員に
関わってもらう工夫をしている。コーディネーターは
毎日同じ学校に行けるわけではないので、継続性のあ
る研修のために参加者のコメントなどを細かく読み込
んで適切な支援ができるような配慮をしている。教職
大学院実務家教員の講話の意義は、コーディネーター
が学校現場で働きかけていることや進めている方向の
拠り所となる点である。職務能力規準の一覧表やそれ
に沿って実施した学校教員アンケートは興味深かっ
た。校内研修の進め方もメンターチームの取組も学校
間の差は大きい。それぞれの実態に応じた活動がなさ
れるのが最も有効であろう。管理職の考え方や指導力
によっても差が出てくるので、講話で視点を提示され
るのはよいと思う。また、メンター教諭の経験や力量
も様々である。講話によってはメンター教諭だけでな
く、いわゆる主幹教諭にあたる立場や力量を備えてい
る先生方に聞いてもらうと有益なものもあるのではな
いか。教職大学院実務家教員と教員研修センターとの
間でそうしたことも検討するとよいのではないか。学
校現場は日々の実践を個人や学校の経験や児童生徒の
実態を踏まえて進めており、論理的な分析検討がなか
なかできないのが現状である。だからこそ、県内の他
地域や他県の新しい取組やキーワードなどの重要な情
報の提供が大事である。教職大学院の院生による課題
研究の内容なども教員研修センターでの研修とは違う
質のものであってもよい。そうした研究の成果の往還
は重要である。学校現場では何よりも共感や共同の継
続が大事である。教員同士が自分たちで支援し合う体
制を作ることが重要である。現状ではまだまだ関係性
が薄い面が見られる。研修の中で「やりたいことが決
められてよかった」という意見が出てくるように、主
体性が不足する面もある。困り感に気づいたら声を掛
け合うこと、初任段階が終わった３年目から10年目程
度の経験者の教員のかかわり意識を高めることが課題
である。明らかに見えるものは共有化しやすいが、実
践が自分の中で完結してしまうと情報共有が難しい。
聞くことは弱みやマイナスではないことを知り、研修
コーディネーターが抜けてもそうした雰囲気や体制が
続くためにはどうしたらよいか。現場の実態をよく把
握して講話に生かしてもらえるよう期待したい。
⑩Ｊ氏（Ｔ市教育センター指導主事・昨年度メンター
教諭）
　昨年度、メンターチームリーダーとして感じたこと
を現場での実践の様子と合わせて述べたい。特に昨年
度の勤務校であるＡ中学校では若手、中堅、ベテラン
のバランスがよく、メンターチームとして活動をする
にはやりやすかった。チーク構成にあたり研修コー
ディネーター力を発揮してくれた。最初は手探りなの
でスタートからうまくいったわけではなく、いろいろ
課題があったがコーディネーターがセンターで研修し
てきた内容が現場にも届いていたのではないかと考え
る。研修の立ち上げについては力を発揮してもらった。
いろいろ相談に乗りつつ管理職とのパイプ役をしても
らえ有効だった。課題として、若手中堅とも研修の機
会をつくることが難しかった。ベテランを生かす方法
がまだまだ不十分だった。そうしたことについて他市
町村などの取組から学べるものがあればよいと思っ
た。若手の育成という面ではアドバイスは得られたが、
ベテランを生かすなどの面では学校全体を含めてもう
少し情報を得たかった。１回はセンターの研修会に参
加できたがその１回だけでは情報を得ることが十分に
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はできなかった。より深く知りたかった。校内でもコー
ディネーターが入ったときに全体の教職員が納得する
ようなかたちでやっていく点ではまだ課題が残った。
ベテランがどう感じていたか、これまではベテランに
育ててもらっていた点を中堅のメンターチームが受け
持っていくので、ベテランの視点からみて活動がどう
だったか、意見を聞きたい点があった。また、こうし
た研修をすすめるにあたって、ベテランからは若手の
先生方に負担が大きいのではないかという心配の声が
聞かれた。一方で、若手の先生にしてみるとありがた
いという声があった。以下に負担を減じて有効化して
いくか、全体的なバランスがとれるような研修全体の
姿や、中学校は時間を生み出すことが現場では難しい
問題なのでそうした解決策についての教職大学院実務
家教員からの情報が得られるとよかったのではない
か。対時間効果、実施回数も含めて最も効果が上げや
すい方法はどのようなものか、学校では知りたいと考
える。
４．まとめ
　教職大学院は中核的教員や実践力を有する若手教員
の育成を主たる目的としており、理論と実践の往還を
重視している。そのため学校課題に対する提言性のあ
る知見や改善策の提案は不可欠である。今後は、こう
したニーズは益々高まるであろう。教職大学院の学び
の中核をなす「課題研究」では、学校現場における具
体的な課題を採り上げて、各院生が課題研究のテーマ
に沿った研究を通して得られる各種の情報やデータを
集積している。それらをもとに、学校課題の解決を目
指した様々な取組をこれまで以上に積極的に展開して
いく必要もあろう。
　本学教職大学院については、認証評価機構による認
証評価においては、「『専門職学位課程連携協議会』が
恒常的に設置され、教職大学院と群馬県教育委員会・
近隣市教育委員会、連携協力校との協議が進められ、
連携・協働が図られている。『教職大学院スタッフ・
担当可能テーマ一覧』を作成し、群馬県教育委員会に
提供し、校内研修等の要請に応じていることは、教職
大学院と県内の学校等との連携強化につながってい
る。」とこれまでの成果が評価されている。今後もさ
らに積極的な連携を展開するべきである。今回の聞き
取りで教員研修センターはもとより、各学校でも実務
家教員はもとより研究者教員の知見を生かして、より
有効性の高い研修を進めようとする意欲が高いことが
明らかになった。ただ、どのような手順で依頼をした
らよいか、どこに相談したらよいかなどが十分理解さ
れていない。大学はこうした点に関して広報をより充
実するなどの努力が重要となる。
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